
離島漁業再生支援交付金（拡充）

１ 趣 旨
離島漁業は離島経済を支える基盤産業であるとともに、離島は荒天時の避難

先や燃料・水の補給など我が国漁業者の前進基地となっており、離島漁業の維
持・発展は我が国漁業にとって重要な課題である。
一方、漁獲物の販売・漁業資材の取得など販売・生産面では不利な条件下に

置かれており、特に近年、消費者の鮮度志向が強まる中、販売面で一層不利な
状況におかれ、漁業就業者の減少・高齢化も一層進行している。
このような厳しい状況にある離島漁業が衰退すれば、離島経済に重大な損害

を与え、最終的には無人離島に陥り、延いては広大な排他的経済水域の管理に
も支障が生じるおそれがある。
このため、国と地域がそれぞれの役割に応じて離島集落の地域活動に対し支

援を行い、各島の特性の最大限の活用を図りつつ、離島の漁業を維持・再生さ
せていくことが重要であり、交付金による支援を実施する。

２ 事業内容
（１）離島漁業再生支援交付金

共同で漁業の再生等に取り組む離島の漁業集落に対し、交付金を交付する。

（２）離島漁業再生支援推進交付金
都道府県、市町村が実施する交付金の交付に関する説明会の開催、集落協定

や実施状況報告書等の審査・確認、集落の状況を踏まえた目標設定のための調
査及び指導等を行うための事務経費などを支援する。

３ 交付先及び事業実施主体
都道府県、市町村

４ 事業実施期間
平成27年度～平成31年度

５ 平成30年度予算概算要求 （前年度予算額）額
１，１０４，９９５千円（１，０５５，９９５千円）

６ 交付率
定額

７ 担当課
水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９２（直）
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付
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 【平
成

３
０

年
度

予
算

概
算

要
求

額
  

１
，

１
０

５
（

 １
，

０
５

６
 ）

百
万

円
】

【
離

島
漁

業
再

生
支

援
推

進
交

付
金

】
  ５

１
（
５
０
）
百
万

円
 
 
都
道
府

県
、
市
町
村
に
よ
る
事
業
の
推
進
を
支
援
。

【
離

島
漁

業
再

生
支

援
交

付
金

】
 
１
，
０
５
４

 （
 １
，
０
０
６

 ）
百

万
円

【
集

落
協
定

に
基

づ
き
次
の
取
組
活
動
を
実
施
】

【
対

象
地
域

】

 
離

島
振

興
法

の
指

定
地
域
と
沖
縄
・奄

美
・
小
笠

原
の
各

特
別
措

置
法
の

対
象
地

域
の
う
ち
、
本
土
と
架
橋
で
結
ば
れ
て
い
な
い
な
ど
、
一
定

以
上

の
不

利
性

を
有
す
る
離
島
を
対
象
。

第
３
期

対
策

（
平
成

27
年
度
～
平
成

31
年

度
）

 
共

同
で
漁

業
再

生
活

動
に
取

り
組

む
離

島
の

漁
業

集
落

（
地

区
）
に
対

し
、
交

付
金

に
よ
る
支

援
を
実

施
。

体
験
漁
業

サ
ワ
ラ
高
付
加
価
値
化

藻
場
の
管
理
改
善

モ
ズ
ク
の
新
規
養
殖
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離島漁業新規就業者特別対策交付金（継続）

１ 趣 旨
離島漁業は離島経済を支える基盤産業であるとともに、離島は荒天時の避難

先や燃料・水の補給など我が国漁業者の前進基地となっており、離島漁業の維持
・発展は我が国漁業にとって重要な課題である。

離島漁業の維持・発展のためには新規就業者の定着が重要であるが、新規漁業
就業者は自ら漁船・漁具等を取得する必要があるため、初期投資の大きさが漁業
就業の課題となっている。

このため、初期投資負担を軽減し新規漁業就業者の定着を図るため、離島の新

規漁業就業者に対する漁船・漁具等のリースの取組を支援する。

２ 事業内容
「浜の活力再生プラン」を策定する地域の漁業集落において、当該集落又は

漁協が漁船や漁具等を、当該集落において独立して３年未満の新規漁業就業者
に最長３年間貸付を行う際のリース料を支援するための交付金を交付する。

３ 交付先及び事業実施主体
都道府県、市町村

４ 事業実施期間
平成27年度～平成31年度

５ 平成30年度予算概算要求 （前年度予算額）額
１３５，０００千円（１５０，０００千円）

６ 交付率
定額

７ 担当課
水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９２（直）
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。
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付
金
に
よ
り
リ
ー
ス
料
を
支
援
。

方
 法

 １

方
 法

 ２
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特定有人国境離島漁村支援交付金（拡充）

１ 趣 旨
離島漁業は離島経済を支える基盤産業であるとともに、離島は荒天時の避難

先や燃料・水の補給など我が国漁業者の前進基地となっており、離島漁業の維持

・発展は我が国漁業にとって重要な課題である。

離島の中でも、特定有人国境離島地域は特に遠隔であるなど不利性が離島の

中でも高い地域であるが、平成28年４月「有人国境離島地域の保全及び特定有人

国境離島地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法」が成立し、第１５条で

は雇用機会の拡充への適切な配慮が求められ、特定有人国境離島地域の地域社会

の維持を図る必要があるとされている。

このため、水産物等地域資源を活用した漁業集落の取組を支援し、雇用機会

の拡充により特定有人国境離島地域の漁業集落の維持を図って行く必要があるた

め、交付金による支援を実施する。

２ 事業内容
特定有人国境離島地域において、漁業集落が行う雇用を創出するための取組

及び雇用の創出を円滑に行うための環境整備を市町村が支援する場合に要する
経費に対して交付金を交付する。

３ 交付先及び事業実施主体
都道府県、市町村

４ 事業実施期間
平成29年度～平成33年度

５ 平成30年度予算概算要求 （前年度予算額）額
３５１，０００千円（３００，０００千円）

６ 交付率
定額

７ 担当課
水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９２（直）
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【
取

組
事
例

】 

○
地

域
の

水
産
物
を
利
用
し
た
漁
家
レ
ス
ト
ラ
ン
や

水
産

物
の

直
売
所
を
新
た
に
開
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す
る
経
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援

 

○
漁

業
集

落
内
の
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観
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維
持
又
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全
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取
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組
む
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 新

た
な
漁

業
又

は
海
業

※
に
取
り
組
む
者
、
あ
る
い
は

漁
業
又

は
海
業

の
事

業
規

模
の

拡
大

を
行
う
者
を
漁
業
集
落
が
支

援
す
る
場

合
に
要

す
る

一
定

の
経

費
（
国

費
上

限
額
６
０
０
万
円
）

（
２
）
雇

用
の

創
出
を
円
滑
に
行
う
た
め
の
環
境

整
備

  
 漁

業
集

落
が

上
記

(1
)の

取
組
を
効
果
的
に
進

め
る
上
で
基
盤

と
な
る
良
好

な
集

落
環

境
を
整

備
す
る
の
に
要
す
る
一
定
の

経
費

 
（
国

費
上
限

額
１
５
０
万

円
）

（
１
）
雇

用
を
創

出
す
る
た
め
の
取
組

特
定

有
人

国
境

離
島

漁
村

支
援

交
付

金
 【

平
成

３
０

年
度

予
算

概
算

要
求

額
 

３
５

１
（

 ３
０

０
 ）

百
万

円
】

 特
定

有
人

国
境

離
島

地
域

の
漁

業
集

落
が

行
う
雇

用
機

会
の

拡
充

を
図

る
た
め
の

取
組

を
支

援
 

【
対

象
地
域

】

 
有

人
国

境
離

島
地

域
の
保
全
及
び
特
定
有
人
国

境
離
島

地
域
に
係
る
地

域
社
会

の
維
持

に
関

す
る
特
別
措
置
法

(平
成
２
８
年
法
律

第
３
３
号

)第
２
条

第
２
項

に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
特
定

有
人
国

境
離
島

地
域

 

 ※
「
海
業

」
と
は
、
所
得

機
会

の
増

大
を
図

る
た
め
、
漁

村
の
人

々
が
、
そ
の

住
居

す
る
漁
村
を
核
と
し
て
、
海

や
漁

村
に
関

す
る
地

域
資
源

を
価
値

創
造
す
る
取

組
。

事
例
と
し
て
は
、
水
産
物

の
直

売
、
漁

家
民

宿
、
体
験

漁
業
、
釣
り
等
が
あ
る
。

 

【
支

援
内
容

】 
  
 漁

業
集

落
が

行
う
以
下
の
取
組
を
市
町
村
が
支
援

す
る
場

合
に
要

す
る
経

費
に
対
し
て
交

付
金

を
交
付
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浜の活力再生交付金（拡充）

１ 趣 旨
水産業や漁村地域の再生を図るため、漁業者自らが漁業収入の向上とコスト

削減のために具体的な対策に取り組む「浜の活力再生プラン」を推進している
ところ。
「浜の活力再生プラン」の目標の達成を支援するため、必要に応じたプランの

見直し、漁村女性が行う実践的な取組、プランに位置付けられた共同利用施設
の整備やプラン策定地域における水産資源の管理・維持増大、漁港漁場の機能
高度化や防災・減災対策等の取組を支援する。

２ 事業内容
（１）浜の活力再生プラン推進事業

漁業所得の向上による浜の活性化を目指す「浜の活力再生プラン」の着実な
推進を支援するため、プランの見直しに関する活動、漁村女性の経営能力の向
上や女性を中心としたグループによる実践的な取組等に対して支援する。

（２）水産業強化支援事業
浜の活力再生プランに位置付けられた共同利用施設の整備、プラン策定地域

における水産資源の管理・維持増大、漁港漁場の機能高度化や防災・減災対策
に必要な整備等を支援する。

３ 委託先及び事業実施主体
（交 付 先 （１）地域水産業再生委員会、民間団体 等）

（２）都道府県
（事業実施主体 （１）地域水産業再生委員会、民間団体 等）

（２）都道府県、市町村、漁業協同組合 等

４ 事業実施期間
平成29年度～平成34年度

５ 平成30年度予算概算要求額（前年度予算額）
（１） １２４，３５０千円（ ５０，０００千円）
（２）６，９００，０００千円（５，３５０，０００千円）

６ 補助率等
（１） 定額、定額（１／２）
（２） 定額（１／３、４／10、１／２、5.5／10、２／３以内）

７ 担当課
（１）浜の活力再生プラン推進事業について

水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９２（直）
水産庁研究指導課 ０３－６７４４－２３７４（直）

（２）水産業強化支援事業について
水産庁加工流通課 ０３－３５９１－５６１２（直）
水産庁漁業調整課 ０３－３５０２－８４６９（直）
水産庁栽培養殖課 ０３－３５０２－８４８９（直）
水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９１（直）
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漁
業
所
得
の
向
上
を
目
指
す
「
浜
の
活
力
再
生
プ
ラ
ン
（
浜
プ
ラ
ン
）
」
の
着
実
な
推
進
を
支
援
す
る
た
め
、

 
①

自
ら
浜
プ
ラ
ン
の
見
直
し
を
行
う
活
動
や
漁
村
女
性
に
よ
る
実
践
的
な
取
組
等
を
支
援

②
浜
プ
ラ
ン
に
位
置
付
け
ら
れ
た
共
同
利
用
施
設
の
整
備
、
水
産
資
源
の
管
理
・
維
持
増
大
、
漁
港
漁
場
の
機
能
高

度
化
や
防
災
・
減
災
対
策
等
の
取
組
を
支
援

浜
の
活
力
再
生
交
付
金

 
【
平
成

30
年
度
予
算
概
算
要
求
額

 ：
 7

,0
24
（

5,
40

0）
百
万
円
】

 

・
地
域
自
ら
策
定
す
る
「
浜
の
改
革
」
を
目
指
す
計
画

 
・
漁
業
所
得
の

10
%
以
上
の
向
上
を
目
標

 

浜
の
活
力
再
生
プ
ラ
ン

 

課
題

 
検
討

 
プ
ラ
ン
作
成

 
実
践

 

＜
以
下
の
事
業
に
よ
り
、
浜
プ
ラ
ン
の
推
進
を
支
援
＞

 

浜
の
活
力
再
生
プ
ラ
ン
推
進
事
業

 
浜
プ
ラ
ン
の
着
実
な
推
進
を
支
援
す
る
た
め
、
プ
ラ
ン
の
見
直
し
に
関
す
る
活
動
や
漁
村
女
性
に
よ
る
実
践
的
な
取
組
等
を
支
援

 

水
産
業
強
化
支
援
事
業

 
浜
プ
ラ
ン
に
位
置
付
け
ら
れ
た
共
同
利
用
施
設
の
整
備
、
浜
プ
ラ
ン
策
定
地
域
に
お
け
る
水
産
資
源
の
管
理
・
維
持
増
大
、
漁
港
漁
場
の
機
能
高
度
化
や
防
災
・
減
災
対

策
に
必
要
な
整
備
等
を
支
援

 

＜
ハ
ー
ド
事
業
＞

 
・
漁
業
収
益
力
や
水
産
物
流
機
能
の
強
化
の
た
め
の
共
同
利
用
施
設
等
の
整
備
を
支
援

 
・
種
苗
放
流
、
環
境
整
備
等
水
産
資
源
の
増
大
の
た
め
の
施
設
の
整
備
を
支
援

 
・
漁
港
漁
場
の
機
能
高
度
化
、
漁
業
地
域
の
防
災
・
減
災
等
に
必
要
な
整
備
を
支
援

 

＜
ソ
フ
ト
事
業
＞

 
・
漁
場
の
利
用
調
整
、
密
漁
防
止
対
策
、
境
界
水
域
に

 
 
お
け
る
操
業
の
管
理
徹
底
等
を
支
援

 
・
内
水
面
の
調
査
指
導
、
生
産
履
歴
の
記
録
等
の
取
組

 
 
を
支
援

 
・
災
害
の
未
然
防
止
、
被
害
の
拡
大
防
止
、
ハ
ザ
ー
ド

 
マ
ッ
プ
作
成
等
を
支
援

 

津
波
避
難
タ
ワ
ー

 
種
苗
生
産
施
設

 
荷
さ
ば
き
施
設

 

浜
の
活
力
再
生
交
付
金

 

鮮
度
保
持
施
設
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渚
泊
推
進
対
策

 

渚
泊
推
進
対

策
 

○
事

業
概
要

古
民

家
等
を
活
用
し
た
滞
在
施
設
や
農
林
漁
業
・
農
山
漁
村
体

験
施

設
の

整
備
な
ど
、
渚
泊
を
推
進
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る
施

設
等

の
新

設
又
は
補
修
・改

修
を
支
援

 
○

実
施

主
体

市
町

村
、
地
域
協
議
会
の
構
成
員
で
あ
る
法
人
等

○
事

業
期
間

 
 
２
年
間

○
交

付
率

１
／
２

 

漁
業

体
験
用
船

 

ハ
ー
ド
対

策

○
地

域
資

源
を
活

用
し
た
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
を
創

出
し
、
漁

村
滞

在
型
旅

行
を
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
取
り
組
む
「
渚
泊
地
域
」
の
創
出
を
通
じ
て
漁
村
の

所
得

を
増

加
す
る
た
め
、
ソ
フ
ト
・ハ

ー
ド
対
策

を
一

体
的

に
支

援
 

○
平

成
2
9年

３
月

に
閣

議
決

定
さ

れ
た

「
観
光

立
国
基
本

計
画
」

に
お
い
て

、
「
農

山
漁

村
滞

在
型

旅
行

を
ビ

ジ
ネ

ス
と

し
て

実
施

で
き

る
体
制
を

持
っ
た

地
域
を

平
成
3
2
年
度
ま

で
に

50
0地

域
創
出

す
る
こ

と
に

よ
り

、
 「

農
泊

」
の

推
進

に
よ

る
農

山

漁
村
の

所
得
向
上
を

実
現

す
る

。
」

と
位
置
づ

け
ら
れ
た

と
こ
ろ

。
「
農
泊

」
を

持
続

的
な

ビ
ジ

ネ
ス

と
し

て
実

施
で

き
る

地
域

を
創

出
し
、
農
山

漁
村

の
所

得
向

上
と
地
域

の
活
性
化

を
図
る

た
め
、
ソ

フ
ト
・

ハ
ー

ド
対

策
の

一
体

的
な

支
援

等
を

実
施

し
、
日

本
な
ら
で
は

の
伝

統
的

な
生

活
体
験
や

農
山
漁
村

地
域
の

人
々
と
の

交
流
を

楽
し

む
滞

在
で

あ
る

「
農

泊
」

を
推

進
。

こ
の
う

ち
、
漁
村
地

域
に

お
け

る
滞

在
を
「
渚

泊
」
と
し

て
、
渚

泊
の
推
進

に
取
り

組
む

。
 

古
民
家
等
の
改
修

 
漁
業
体
験
学
習
施
設

 

○
事

業
概
要

・
「
渚
泊

」
を
持

続
的
な
観
光

ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
推

進
す
る
こ
と
が

で
き
る
体

制
構

築
に
向

け
た
話

し
合
い
等
の
経
費

・
漁

村
地

域
の

魅
力

を
広
く
発
信
す
る
た
め
の
ス
ト
ー
リ
ー
づ
く
り
や

パ
ン
フ

レ
ッ
ト
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
経
費

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
等

 
 

 
 

 
 

 
 

 
○

実
施

主
体

地
域

協
議

会
、
漁
業

協
同
組
合
、

N
P

O
法
人
等

○
事

業
期
間

 
 
２
年
間

○
交

付
率

定
額

１
年
目
：
上
限

80
0万

円
 

２
年
目
：
上
限

40
0万

円
 

漁
業

体
験

 

ソ
フ
ト
対

策

体
制

づ
く
り
の
た
め
の
話

し
合

い
 

体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
作
成

 

※
こ
の
ほ

か
、
「
農
泊
推
進
関
連
対
策
」に

お
い
て
、
浮

桟
橋

や
水
産

物
等
の

販
売
施

設
等
の

整
備
を
支
援
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「農泊」の推進
【７，４９５（５，０００）百万円】

対策のポイント
持続的なビジネスとしての「農泊」を推進することにより、農山漁村の所

得向上を実現し、農山漁村の活性化を図ります。

＜背景／課題＞

・「農泊」※については、平成29年３月に閣議決定された「観光立国推進基本計画」にお

いて、「農山漁村滞在型旅行をビジネスとして実施できる体制を持った地域を平成32

年までに500地域創出することにより、「農泊」の推進による農山漁村の所得向上を実

現する。」と位置付けられたところです。

・「農泊」を農山漁村の所得向上を実現する上での重要な柱として位置付け、インバウ

ンドを含む観光客を農山漁村に呼び込み、地域の活性化を図ることが重要です。

・｢農泊｣をビジネスとして実施できる体制を整備するには、｢農泊｣を持続的な産業とし

て、自立的な運営が図られる法人組織が担う体制の構築を支援した上で、魅力ある観

光コンテンツの磨き上げへの支援や国内外へのプロモーションの強化を行う必要があ

ります。

※ 「農泊」とは、日本ならではの伝統的な生活体験や農山漁村地域の人々との交流を楽しむ滞在（農

山漁村滞在型旅行）のこと。

政策目標
平成32年までに、農泊地域を500地域創出することにより、取組地域の自立

的発展と農山漁村の所得向上を目指す。

＜主な内容＞

１．農泊推進対策

「農泊」をビジネスとして実施できる体制の構築や取組地域への人材派遣、地域

資源を魅力ある観光コンテンツとしての磨き上げ等の取組や古民家等を活用した滞

在施設等の整備、料理人と農泊地域のマッチングなどの人材育成・確保や優良地域

の国内外へのプロモーションなど、「農泊」に取り組む地域の自立的発展と農山漁村

の所得向上を図るために必要なソフトとハードの取組を一体的に支援します。

２．農泊推進関連対策

市町村等が作成する活性化計画に基づき、農山漁村における地域間交流の促進等

を図るために必要な農産物販売施設等の整備を推進し、「農泊」に取り組む地域への

集客力等を高める取組を支援します。

交付率：定額、１／２等

事業実施主体：市町村、地域協議会、農林漁業者の組織する団体等

お問い合わせ先：

１の対策 農村振興局都市農村交流課 （０３－３５０２－５９４６）

２の対策 農村振興局地域整備課 （０３－３５０１－０８１４）

［平成30年度予算概算要求の概要］
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「
農

泊
」
の
推

進

○
「

農
泊

」
を

農
山

漁
村

の
所

得
向

上
を

実
現

す
る

上
で

の
重

要
な

柱
と

し
て

位
置

付
け

、
イ

ン
バ

ウ
ン

ド
を

含
む

観
光

客
を

農
山

漁
村

に
呼

び
込

み
、

地
域

の
活

性
化

を
図

る
こ

と
が

重
要

。
○

「
農

泊
」

を
持

続
的

な
ビ

ジ
ネ

ス
と

し
て

実
施

で
き

る
地

域
を

創
出

し
、

農
山

漁
村

の
所

得
向

上
と

地
域

の
活

性
化

を
図

る
た

め
、

ソ
フ

ト
・

ハ
ー

ド
対

策
を

一
体

的
に

支
援

す
る

と
と

も
に

、
国

内
外

へ
の

Ｐ
Ｒ

等
を

実
施

。

【
平

成
３
０
年

度
予

算
概

算
要

求
額

：
７
,４
９
５
（

５
,０
０
０
）

百
万

円
】

農
泊

推
進

対
策

農
泊
推
進
事
業
（
ソ
フ
ト
対
策
）

施
設
整
備
事
業
（
ハ
ー
ド
対
策
）

広
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
推
進
事
業
（
拡
充
）

農
泊

推
進

関
連

対
策

○
事
業
概
要

農
泊
ビ
ジ
ネ
ス
の
現
場
実
施
体
制
の
構
築
及
び
地

域
資
源
を
魅
力
あ

る
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
と
し
て
磨
き

上
げ
る
取
組
等
を

支
援

○
実
施
主
体

地
域
協
議
会
、

農
業
協
同
組
合
、
N
P
O
法
人
等

○
事
業
期
間

２
年
間

○
交
付
率

定
額

１
年
目
：
上
限

8
0
0
万
円

２
年
目
：
上
限

4
0
0
万
円

○
事
業
概
要

古
民
家
等
を
活
用
し
た
滞
在
施
設
や
農
林
漁
業
・

農
山
漁
村
体
験
施
設
の
整
備
な
ど
、
農
泊
を
推
進
す

る
た
め
に
必
要
と
な
る
施
設
等
の
新
設
又
は
補
修
・

改
修
を
支
援

○
実
施
主
体

市
町
村
、
地
域
協
議
会
の
構
成
員
で
あ
る
法
人
等

○
事
業
期
間

２
年
間

○
交
付
率

１
／
２

○
事
業
概
要

国
内
外
の
旅
行
者
や
旅
行
事
業
者
等
に
個
々

の
農
泊
地
域
の
魅
力
を
効
果
的
に
情
報
発
信
す

る
取
組
や
料
理
人
と
農
泊
地
域
の
マ
ッ
チ
ン
グ

な
ど
の
人
材
育
成
・
確
保
等
を
支
援

○
実
施
主
体

民
間
企
業
、
都
道
府
県
等

○
事
業
期
間

１
年
間

○
交
付
率

定
額

○
事
業
概
要

市
町
村
等
が
作
成
す
る
活
性
化
計
画
に
基
づ
き
、
農
山
漁
村
に
お
け
る
地
域
間
交
流
の
促
進
等
を
図
る
た
め
に

必
要
な
農
産
物
販
売
施
設
等
の
整
備
を
推
進
し
、
「
農
泊
」
に
取
り
組
む
地
域
へ
の
集
客
力
等
を
高
め
る
取
組

を
支
援

○
実
施
主
体

都
道
府
県
、
市
町
村
、
農
林
漁
業
者
の
組
織
す
る
団
体
等

○
事
業
期
間

原
則
３
年
間

○
交
付
率

１
／
２
等

古
民

家
を
活

用
し
た
宿

泊
施

設
廃

校
を
改

修
し
た

体
験

施
設

地
域

の
食

材
を

活
用
し
た
メ
ニ
ュ
ー
作
り

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
に
対
応
し
た

体
験
メ
ニ
ュ
ー
の
開
発

農
泊
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の

開
催

農
産

物
販

売
施

設
農

家
レ
ス
ト
ラ
ン

地
域

の
特

産
品
の
開
発

※
イ
メ
ー
ジ

海
外

の
有

名
タ
レ
ン
ト
を

活
用

し
た
動

画
（
L
iT
V
）
の

撮
影

※
Li

TV
･
･･
ア

ジ
ア

新
興

国
の
富

裕
層
を

対
象

と
し

た
ラ
イ

フ
ス
タ

イ
ル
専

門
の

CA
TV
局
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農山漁村振興交付金
【１１，９７６（１０，０６０）百万円】

対策のポイント
農山漁村が持つ豊かな地域資源を活用した観光・福祉・教育等の取組や農

山漁村への定住等を促進し、農山漁村の振興を図ります。

＜背景／課題＞

・農山漁村においては、人口の減少・高齢化等に伴い、地域コミュニティの活力低下が

進み、地域経済が低迷する一方、都市部においては、農山漁村の価値が再認識されて

います。

・こうした中、農山漁村の維持・発展に向けて、農業者等の地域住民の就業の場を確保

するとともに、地域の創意工夫による取組を進め、所得の向上や雇用の増大に結びつ

けていくことが必要です。

・特に「農泊」の推進を通じて、インバウンドを含む観光客を農山漁村に呼び込み、農

山漁村の所得の向上や地域の活性化を図ることが重要となっています。

・また、一億総活躍社会の実現に向け、農業と福祉が連携する農福連携への期待が全国

的に高まっています。

・さらに、都市農業については、食料生産のみならず、農作業体験の場や災害時の避難

場所の提供等の多様な機能への評価が高まっています。

・このため、農山漁村が持つ豊かな自然や「食」を活用した都市と農村との共生・対流

等を推進する取組、農福連携を推進する取組、都市農業の多様な機能を発揮するため

の取組、地域資源を活用した所得の向上や雇用の増大に向けた取組、農山漁村におけ

る定住等を図るための取組、「農泊」を推進する取組等を総合的に支援し、農山漁村

の活性化を推進します。

政策目標
平成32年度までに、都市と農山漁村の交流人口を1,450万人まで増加させる

こと等により、農山漁村の自立発展を目指す。

＜主な内容＞

１．都市農村共生・対流及び地域活性化対策 １，３４８（１,４４７）百万円

農山漁村が持つ豊かな自然や｢食｣を活用した地域の活動計画づくりや実践活動、

意欲ある都市の若者等の地域外の人材を長期的に受け入れる取組を支援します。

また、福祉農園等を整備する取組、障害者の適性を踏まえた農業活動を行うため

の取組や、都市農業の多様な機能の発揮に向けた取組を支援します。

２．山村活性化対策 ８００（７８０）百万円

山村の所得の向上や雇用の増大に向け、薪炭・山菜等の山村の地域資源等の潜在

的な力を活用するため、地域資源の商品化や販売促進等の取組を支援します。

３．農山漁村活性化整備対策 ２，３３３（２，８３３）百万円

市町村等が作成する活性化計画に基づき、農山漁村における定住や地域間交流の

促進、所得の向上や雇用の増大を図るための施設等の整備を支援します。

［平成30年度予算概算要求の概要］

12



４．農泊推進対策 ７，４９５（５，０００）百万円

「農泊」を持続的なビジネスとして推進し、農山漁村における所得向上や地域の

活性化を図るため、農泊ビジネスの現場実施体制の構築、地域資源を魅力ある観光

コンテンツとして磨き上げる取組及び古民家等を活用した滞在施設や農林漁業体験

施設等の整備を支援します。

交付率：定額、１／２等

事業実施主体：都道府県、市町村、地域協議会、農林漁業者の組織する団体等

お問い合わせ先：

都市農村共生・対流対策及び農泊推進対策に関すること

農村振興局都市農村交流課 （０３－３５０２－５９４６）

地域活性化対策に関すること

農村振興局農村計画課 （０３－６７４４－２２０３）

山村活性化対策に関すること

農村振興局地域振興課 （０３－６７４４－２４９８）

農山漁村活性化整備対策に関すること

農村振興局地域整備課 （０３－３５０１－０８１４）

［平成30年度予算概算要求の概要］
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農
山
漁
村
振
興
交
付
金

農
泊
推
進
対
策

（
拡
充
）

都
市

農
村

共
生

・
対

流
及

び
地

域
活

性
化

対
策

（
拡
充
）

山
村

活
性
化
対
策

（
拡

充
）

○
実

施
主

体
：
市
町

村
等

○
実

施
期

間
：
上
限

３
年
等

○
交
付
率

：
定
額

(
上
限

1
,
0
0
0
万
円

等
)

活
動

計
画

づ
く
り

・
農
泊
を
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
実
施
で
き
る
体
制
の
構
築

・
地
域
に
眠
っ
て
い
る
資
源
を
魅
力
あ
る
観
光
コ
ン
テ

ン
ツ
と
し
て
磨
き
上
げ
る
取
組

・
農
泊
の
取
組
を
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
早
期
に
自
立
化
さ

せ
る
た
め
、
料
理
人
と
農
泊
地
域
の
マ
ッ
チ
ン
グ
な

ど
の
人
材
育
成
確
保
を
支
援

・
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
に
対
応
す
る
た
め
の
W
i-
F
i環

境
の

構
築
や
多
言
語
標
示
板
の
設
置

等

森
林

散
策

地
引
き
網
漁
体
験

・
古
民
家
等
を
活
用
し
た
滞
在
施
設
や
農
林
漁
業
体
験
施
設
等
の

整
備

・
農
山
漁
村
へ
の
集
客
力
等
を
高
め
る
た
め
の
農
産
物
販
売
施

設
等
の
整
備

（
※

活
性

化
計

画
に
基

づ
き
実

施
）

農
作
物
収
穫

体
験

農
家
レ
ス
ト
ラ
ン
の
整
備

古
民
家
等
の
改
修

○
実
施
主

体
：

市
町

村
、

地
域

協
議
会

、
地
域

再
生
推
進

法
人
等

○
実
施
期

間
：

上
限

２
年

等
○

交
付

率
：

定
額

（
上

限
8
0
0
万

円
等

）
、

１
／

２
等

農
泊
を
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
施
設
整
備

農
泊
を
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
施
設
整
備

農
泊
を
推
進
す
る
た
め
の
体
制
構
築
、
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
の
磨
き
上
げ

農
泊
を
推
進
す
る
た
め
の
体
制
構
築
、
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
の
磨
き
上
げ

障
害
者
に
よ
る

玉
ね
ぎ
収
穫

○
実

施
主

体
：
地
域

協
議
会

（
市
町
村

が
参
画

）
等

○
実

施
期

間
：
上
限

２
年
等

○
交
付
率

：
定
額
（

上
限

8
0
0
万

円
等
）

、
１
／

２

地
域

産
品

の
加

工
・
商

品
化

○
福
祉
農
園
等
を
整
備
す
る
取
組
に
加
え
、
障
害
者

の
適
性
を
踏
ま
え
た
農
業
活
動
を
行
う
た
め
の
取

組
を
支

援

○
都
市
農
業
の
多
様
な
機
能
の
発
揮
が
図
ら
れ
る

よ
う
、
都
市
農

業
の

意
義

の
周

知
、
都

市
農

地
の

周
辺
環
境
対
策
や
災
害
時
の
避
難
地
と
し
て
の
活

用
を
支

援

○
山
村
の
所
得
の

向
上

や
雇
用

の
増
大

に
向

け
、
薪
炭

・
山

菜
等
の

山
村
の
地
域
資
源
等
の
潜
在
的
な
力
を
活
用
す
る
た
め
、
地
域
資

源
の
商
品
化
や

販
売

促
進

等
の

取
組
を
支

援

○
地
域
資
源
を
活
用
し
た
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
を
創
出
し
、
農
山
漁
村
滞
在
型
旅
行
を
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
実
施
で
き
る

体
制
を
持
っ
た
地
域
の
創
出
を
通
じ
て
、
農
山
漁
村
の
所
得
を
増
加
し
て
い
く
た
め
、
ソ
フ
ト
・
ハ
ー
ド
対
策
を
一

体
的
に
支
援

○
農
山
漁
村
が
持
つ
豊
か
な
自
然
や
「
食
」
を
活

用
し
た
都
市
と
農
村
と
の
共
生
・
対
流
等
を
推
進
す
る
取
組
、
農
福
連
携
を
推
進
す
る
取
組
、
都
市
農
業
の
多
様
な
機
能

を
発
揮
す
る
た
め
の
取
組
、
地
域
資
源
を
活
用
し
た
所
得
の
向
上
や
雇
用
の
増
大
に
向
け
た
取
組
及
び
農
山
漁
村
に
お
け
る
定
住
等
を
図
る
た
め
の
取
組
、
「
農
泊
」
を
推

進
す
る
取
組
を
総
合
的
に
支
援
し
、
農
山
漁
村
の
活
性
化
を
推
進
。

○
「
農
泊
」
に
つ
い
て
は
、
平
成
2
9
年
３
月
に
閣

議
決
定
さ
れ
た
「
観
光
立
国
推
進
基
本
計
画
」
に
お
い
て
、

「
農
泊
」
に
取
り
組
む
体
制
の
構
築
等
へ
の
支
援
や
優
良

地
域
の
国
内
外
へ
の
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
強
化
を
図
り
、
「
農
泊
」
を
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
実
施
で
き
る
体
制
を
持
っ
た
地
域
を
平
成
3
2
年
ま
で
に
5
0
0
地
域
創
出
す
る
こ
と

と
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、

「
農
泊
」
の
取
組
を
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
早
期
に
自
立
化
さ
せ
る
た
め
、
ソ
フ
ト
・
ハ
ー
ド
対
策
を
一
体
的
に
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
5
0
0
地

域
創
出
の
早
期
達
成
を
目
指
す
。

都
市
農
地
の
農
作
物
を
販

売
す
る
マ
ル
シ
ェ
の
開

催

【
平

成
３
０
年

度
予

算
概

算
要

求
額

：
１１
,９
７
６
（

1
0
,０
6
０
）

百
万

円
】

農
家
住
宅
構
想
策
定

○
農
山
漁
村
が
持
つ
豊
か
な
自
然
や
｢食

｣を
活
用

し
た
地
域
の
活
動
計
画
づ
く
り
や
実
践
活

動
、
農
家
住
宅
に
係
る
構
想
の
策
定
、
意
欲
あ
る
都
市
の
若
者
等
の
地
域
外
の
人
材
を
長

期
的
に
受
け
入
れ
る
取
組
を
支
援

○
市
町

村
等

が
作

成
す

る
活

性
化

計
画

に
基

づ
き

、
農

山
漁

村
に
お
け
る
定
住
や
地
域
間
交
流
の
促
進
、
所
得
の
向
上
や

雇
用

の
増

大
を

図
る

た
め

に
必

要
な

生
産

施
設

、
生

活
環

境
施
設
及
び
地
域
間
交
流
拠
点
施
設
等
の
整
備
を
支
援

味
噌
加
工
施
設

農
山
漁
村
活
性
化
整
備
対
策

農
林

水
産

物
処

理
加

工
･
集

出
荷

貯
蔵

施
設

、
新

規
就

農
者

等
技

術
習

得
管

理
施

設
、

農
山

漁
村
定
住

促
進
施

設
、
廃
校

・
廃

屋
等
改

修
交

流
施

設
、

農
林

漁
業
・
農

山
漁
村

体
験
施
設

、
地

域
連

携
販

売
力

強
化

施
設

等
定
住
希
望
者
の

一
時
滞
在
施
設

農
産
物
直
売
施
設

○
実

施
主

体
：

都
道

府
県

、
市

町
村

、
農

林
漁

業
者

の
組

織
す

る
団

体
等

○
実

施
期

間
：

上
限

５
年

○
交

付
率

：
都

道
府

県
又

は
市

町
村

へ
は

定
額

（
実

施
主

体
へ

は
１

／
２

等
）
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（復興庁計上分）

水産業共同利用施設復旧整備事業（拡充）

１ 趣 旨
平成２３年３月の東日本大震災により、太平洋沿岸域の水産業は壊滅的

な被害を受けた。主要な被災地である北海道から千葉県においては、水産

業・水産加工業が主要産業として地域経済の核となってきたと同時に、我

が国国民への水産物の安定供給にとって重要な役割を果たしてきた。被災

地住民のみならず、国民全体への水産物の安定供給を早期に実現するため

には、漁業者等の共同利用施設や放流用種苗生産施設等の再建が必須であ

り、そのために必要な支援を図る。

２ 事業内容
（１）被災した漁業者、水産加工流通業者等の共同利用施設（荷さばき施設、

加工処理施設、冷凍冷蔵施設、製氷貯氷施設、給油施設、養殖施設、放流

用種苗生産施設等)のうち、規模の適正化や衛生機能の高度化等を図る施

設等を整備する場合に、整備費の一部を助成。

（２）地震や津波により被害を受けた漁港が必要最低限の機能回復を図るため

の施設（係船環、車止め、物揚場等）及び漁港環境の復旧に必要な施設を

整備する場合、整備費の一部を助成。

３ 事業実施主体
漁業協同組合、水産加工業協同組合、事業協同組合、道県等

４ 事業実施期間
平成２４年度～平成３２年度

５ 平成３０年度予算概算要求額（前年度予算額）
１，３１４，３０３千円（１，２０３，７３２千円）

６ 補助率
２／３、１／２

７ 担当課

水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９１（直）

水産庁加工流通課 ０３－６７４４－２３５０（直）

水産庁栽培養殖課 ０３－６７４４－２３８３（直）
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背
景

補
助

率
：
岩
手
・
宮
城
・福

島
２
／

３
 

 
上

記
以

外
の
道
県
１
／
２

【
平

成
30
年

度
予
算

概
算
要
求
額

  
 1

,3
1
4（

1
,2

04
）百

万
円
】 

東
日

本
大
震
災

の
発
生
に
よ
る

共
同

利
用
施
設

の
被
害
状
況

（
平

成
２
４
年

１
１
月

９
日
現
在
）

荷
捌
き
施
設

水
産
物
冷
蔵
施
設

荷
捌
き
施
設
と
製
氷
施
設

被
害

施
設
数

：
１
，
７
２
５
施
設

被
  害

 金
  額

：
１
，
２
４
９
億
円

事
業

の
内

容

・
漁
協

等
の
共
同
利
用
施
設
の
整
備

・
個
人

経
営
か
ら
協
業
化
す
る
際
の
共

 
同
利

用
施
設
の
整
備

・
漁
協
等
の
陸
上
・ 海

上
養
殖
施
設
、

養
殖
関
連
施
設
の
整
備

・
魚
類
・
貝
類
種
苗
生
産
施
設
の
整
備

・
さ
け
・
ま
す
種
苗
生
産
施
設
の
整
備

・
漁

港
の
機
能
回
復
に
必
要
な
施
設
の

 
整

備
・
漁

港
環
境
の
復
旧
に
必
要
な
施
設
の

 
 

整
備

岸
壁
等
の
軽
労
化
施
設

ノ
リ
の
乾
燥
施
設

カ
キ
・
ホ
タ
テ
等
養
殖
施
設

さ
け
・
ま
す
種
苗
生
産
施
設

魚
類
・
貝
類
種
苗
生
産
施
設

水
産
加
工
処
理
施
設

鮮
度
保
持
施
設

本
格

的
な
水
産
業
の
復
興
に
向
け
、
被
災
し
た
共
同
利
用
施
設
の
整
備
を
支
援

漁
港
環
境
整
備
施
設

（
復
興
庁

計
上

分
）
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